





Abstract This study focuses on the corporate taxation on entertainment and social 
expenses which is provided with “extra provisions” in Article 61-4 (hereinafter referred 
to as the Special Measures Law) of the special Taxation Measures Law. The purpose of 
this research is to deepen the understanding of correct entertainment expenses etc. by 
re-examining the contents of the three-requirement theory, which is regarded as a 









主要研究判例には、萬有製薬の東京地裁平成 14 年 9 月 13 日判決（平成 11 年（行ウ）第
20 号）法人税更正処分取消請求事件.第一審と東京高裁平成 15 年 9 月 9 日判決（平成 14 年












用が、広告宣伝費であって、特別措置法（昭和 34 年法律第 77 号による改正前）63 条第 2
1交際費課税における判断要件等の再検討
























の損金算入の額に算入されるべきものであった。12 しかし、昭和 29 年税制改正で、「冗
費・濫費」を抑制して資本金 500 万円以上の企業に対して損金を制限することによって内
部資本の蓄積を目的として創設されたものである。13 























3. 東京地裁昭和 50 年 6 月 24 日・東京高裁昭和 52 年 11 月 30 日（ドライブイン事件）9 
さて、もう一つ判例を検討する。ドライブイン事件である。本判例はドライブインを営む
法人が、自己の経営するドライブインに駐車した観光バス運転手等に交付したチップが、租

















 高裁判決では、法人の支出が法第 63 条第 5 項に定める交際費等にあたるためには、同条
項の規定の文理上明らかなように、その要件として、第一に、支出の相手方が事業に関係の
ある者。第二に、当該支出が、接待、供応、慰安、贈答その他これらに類する行為のために
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6. 主要判例検証 --判旨 
原判決取消し（確定） 












































人税の計算上（法人税法第 22 条 3 項）により、法人が事業に関連して支出ないし負担する
すべての原価・費用及び損失の額が損金の額に含まれる。これに対して、交際費等は政策的
見地から損金算入が認められない費用として、「別段の定め」がある。 










を徴収していた。料金改定後も継続していた。一方で X は、各添削業者に 3 倍以上の料金
を支払っていたため、負担額は平成 6 年 3 月期で 1 億 4513 万円余、平成 7 年 3 月期で 1




目的は医師等に対する接待等にあたるため、負担額は、特別措置法第 61 条の４第 1 項に規
定する交際費に該当し損金の額に算入されないとして、上記 3 事業年度の X の法人税につ
き更生処分（平成 6 年 3 月期については再更正処分）をした。X は本件負担額を交際費で
はなく寄附金であると主張し、上記更正処分の取消しを求めて提訴した。 
 第一審判決では、本件負担額の支出は、『交際費等』に該当するとして、X の請求を棄却
した。これに対して X が控訴したのが本件である。」17 
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なる。そのうち、請求人の代表取締役に係る部分の金額（平成 3 年 5 月分 341、00 円、平
成 4 年 5 月分 454、411 円及び平成 5 年 5 月分 520、000 円)は、同人に対し役員賞与を支
給したこととなるから、本件各事業年度の損金の額に算入することはできない。また、取引


















達 61 条の４（1）-4）。 
広告宣伝費については、交際費に該当しない（租税特別措置法関係通達 61 条の 4（1）－
9）。 
福利厚生費は、社内の行事に際して支出される金銭等で、一定の基準に従って支給される
金品に要する費用は交際費等には含まない（租税特別措置法通達 61 条の 4（1）－10）。22 
そして、給与等については、従業員などについて支払うものであり、給与の性格を有する





















平成 8 年１月２６日裁決、裁決事例№51、346 頁19 の判例を分析してみる。結論は、本
件海外慰安旅行の参加者一人当たりの費用は平成 3 年 5 月分 341、000 円、平成 4 年 5 月
















ぞれ、平成 3 年 5 月分 341、000 円、平成 4 年 5 月分 454、411 円及び平成 5 年 5 月分 520、
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 所得税法第 37 条 1 項に基づき、必要経費に該当すると認められる費用支出には、収入金
額から控除が認められるということになる。このことは、所得税法 27 条 2 項で規定されて
いる事業所得は、「事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から、必要経










法 45 条 1 項 1 号、所得税法施行令 96 条に記載されている。ただしこの調整度合いは微妙
である。 
ここで、家事関連費と家事費における理解を深めるために代表的な家事関連費および家
事費とは認められず、否認された 6 つの判例を提示分析して考察を深めた。 
    
「〔ア〕、ロータリークラブの会費は事業所得の金額の計算上必要経費の額に算入するこ
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生命保険料は、所得税法施行令第 96 条第 1 号及び第 2 号に規定する経費とは認められず、
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③ 添削依頼者が X 支払いの差額の添削料を認識していたとしたらどうなったであろうか。 
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29 渡辺充 （2010）「製薬会社が病院の勤務医等のために支払った英文添削料と交際費～萬有製薬事件」





































③ 添削依頼者が X 支払いの差額の添削料を認識していたとしたらどうなったであろうか。 
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件（大阪地裁平成 9 年 9 月 4 日判決）がある。 
30 水野忠恒（2005）『租税法〔第 2 版〕』有斐閣 388 頁 参照。 
31 個人用と事業用の両方で使っていて、切り離せないお金の使い方のこと。具体的には家賃や水道光熱
費、ガソリン代、インタ－ネット料金、携帯電話料金など。会計処理上こうした費用を計上する際は案分
することとなる。国税庁－家事関連費－法第 45 条 参照。 
32 所得税法上家事上の経費で事業に関係なく必要経費とはならない費用をいう。具体的には家族の生活費
や個人的支出など。 所得税法第 37 条第 1 項 別段の定め。同第 45 条第 1 項 1 号 同 96 条 参照。  
33 国税不服審判所 家事費、家事関連費判例 引用（〔ア〕：裁決事例集№25－42 頁、〔イ〕：裁決事例集
№29－30 頁、〔ウ〕：裁決事例集№42－44 頁、〔エ〕：裁決事例集№54－141 頁、〔オ〕：裁決事例集№61
－129 頁、〔カ〕：裁決事例集№66－120 頁）。 
34 国税庁 №6917交際費等の損金不算入額を算出する場合における消費税等の取り扱い 参照。 
35 消費税法基本通達 11－1－1（課税仕入れ）、同１１－１－４（家事共用資産の取得）。 
36 金子宏（2006）『租税法』弘文堂 258 頁 参照。 
37 国税庁「租税特別措置法関係通達」（法人税編）参照。 
38 同 交際費 参照。 
39 金子・前掲書 335 頁。 
40 国税庁 交際費 参照。 
41 同上。 
42 同上。 
43 平成 18 年度税制改正で、損金不算入となる交際費等の範囲から 1 人 5 千円以下となる飲食費等が除外
された。 
44 法人税法 37 条の 1。 
45 法人税法第 37 条の 7、同 37 条の８。 
46 租税特別措置法第 61 条の 4 項１。 
47 倭文宣人（2005）「交際費の意義オートオ－クション事件（東京高裁平成 5 年 6 月 28 日判決）」119 頁 
参照。『租税判例百選（第 4 版）』別冊ジュリスト 178 号 有斐閣  
48 金子宏 （2012）『租税法（第 17 版）』弘文堂 346 頁 。 
49 渡辺充 （2010）前掲書 98-113 頁 一部引用。 









55 山本守行 前掲書 3－13 頁一部引用。 
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